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○荒井分科員 荒井聰でございます。 
 きょうは、大臣と、それから人事院の人事官が来ておられると思うんですけれども、公

務員制度の問題、それから地方財政の問題について御議論を重ねていきたいと思いますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。 
 まず、小泉改革の中核の中にずっとおられた竹中さんですから、小泉改革の大きな理念

というのは、大きな政府から小さな政府へ、そういう理念があるのだろうというふうに思

います。 
 しかし、十六年度の経済白書だったでしょうか、日本は決して大きな政府ではない、む

しろ小さな政府だ、そういう分析もしているところでありますし、本当に日本は大きな政

府なのか。国民は、政府の宣伝が効いているのかどうかよくわかりませんけれども、どう

も日本というのは大きな政府だというふうに誤解をしているところが多々あるような気が

するんですね。これらについて竹中大臣はどのようなお考えをお持ちなのか、お聞かせく

ださい。 
 
○竹中国務大臣 大きな政府、小さな政府、大きいか小さいかというのは基本的には相対

的な問題でございますので、いろいろな尺度でいろいろな議論ができるのだと思います。 
 例えば、公務員の数に関して言うならば、これはもう先進諸国の中で日本は圧倒的に少

ない、小さな政府だというふうに私も思います。ただ一方で、例えばでありますけれども、

政府が持っている資産、負債、バランスシートの大きさで比べますと、何と日本の中央政

府のバランスシートはアメリカの五倍の大きさがある。ＧＤＰ比で十倍近い大きさになる

んだと思いますので、決して小さいとは言えない面がやはりあるんだと思います。 
 私が懸念するのは、高齢化して人口が減る中で、今の制度のままでいくと、いろいろな

意味で、より大きくなる傾向を持っている、懸念があるということではないかと思います。 
 そうした中で、国民の負担を大きくしないためにも、実は小泉改革の本質というのは現

場を信じて現場に任せていくということだと思っております。現場を信じて現場に任せる、

その一つが、やはり民間でできることは民間でということでありますし、地方でできるこ

とは地方でということであろうかと思います。そうすることによって、どうしても国でな

ければできないこと、どうしても政府でなければできないことというのは間違いなくある

わけで、そういうことに資源を、選択と集中でそこに資源を投下していく、私はそういう

ことが必要ではないかというふうに考えております。 
 



○荒井分科員 バランスシートが大きいというのは、国債の発行をどんどんどんどんやっ

ていったわけですからね。それは、政府が今までそういう政策をとってきたわけで、公務

員制度、あるいは働いているそういうところとほとんど直接関係ないですよね。そこの問

題というのは政治の場でしっかり議論をして、あるいは解決していく、そこと公務員制度

の問題というのは、私は切り離して考えるべきだというふうに思いますね。 
 ところで、どうしてこんなに公務員バッシングというのが生ずるのか。この原因につい

て、人事院はどうお考えですか。 
 
○谷政府参考人 お答え申し上げます。 
 公務員は国民全体の奉仕者でございまして、その職責を自覚いたしまして、職務に専念

し、国民の信頼にこたえることが期待されているわけでございますけれども、近年、公務

員に対してさまざまな御批判等があることは御指摘のとおりでございます。 
 その要因につきましては、さまざまあろうかと存じますけれども、例えて申し上げます

と、一つには、一部省庁の幹部公務員による不祥事が続きましたこと、それから、対応の

おくれなどにより行政の不手際が幾つもございましたこと、また、バブル崩壊によりまし

て民間企業の皆様が大変御苦労をなさっていらっしゃる中で、いわゆる天下りを初めとし

て、公務員が恵まれ過ぎているのではないかと考えられましたこと、さらに、公益よりも

特定グループの利益を優先しているのではないかという不信を招いたことなどがあるので

はないかというふうに考えております。 
 
○荒井分科員 総務大臣はいかがですか。同じ質問です。 
 
○竹中国務大臣 理由は幾つもあるんだと思います。 
 先ほど申し上げましたように、本当に、国民一人当たりの公務員の数を見ると、驚くほ

ど日本は少ないわけですよね。 
 しかし、現実の問題として我々受けとめなければいけないのは、タウンミーティングを

もう百何回小泉内閣でやらせていただきますけれども、その中でよく参加者の中から、公

務員の数をもっと減らせ、公務員の給料も下げろ、そういう意見というのは出るんですけ

れども、必ずと言っていいほど、そのときに会場は物すごい拍手が起きるんです。もう一

つ拍手が起きるのは、政治家の数を減らせと言ったときも、もちろん実は拍手が起きるん

ですが。公務員の数からいうと私が今申し上げたとおりなんですが、にもかかわらず国民

はそのように見ているという現実は、やはり厳しく受けとめなければいけないんだと思い

ます。 
 その理由は、幾つかおっしゃいましたけれども、やはり国民から見て多分非常に象徴的

なのは、私は公務員の方は本当に一生懸命やっておられると思うんですけれども、一部に

これはいかがなものかという事例がある。そういう事例がありますと、全体がまるでそう



であるかのような印象をやはりどうしても持たれてしまいます。そういう中で、先ほどの

不祥事の問題等々が絡んで、また一部の非常に目立つ天下り等々が絡んで、今日のような

状況が出現していると思います。 
 公務員の数が少ないというようなことは、これからも我々はしっかりと広報していきた

いと思いますし、同時に、やはり国民の声を真摯に受けとめて、改革すべきは改革すると

いう姿勢も必要だと思っております。 
 
○荒井分科員 地方自治体も含めて、政府というのは公務員の集まりのことを言うんだと

思うんですね。その公務員に、今のようなバッシングの状況で、いい人材が来るはずない

んですよ。いい人材が来なくなれば、いい政府でなくなるということそのものなわけです

ね。だから、政府の信頼というか公務員の信頼を取り戻すということは人材確保の上でも

物すごく大事なんですけれども、私はその努力がいま一つ足りないんじゃないかという感

じがしています。 
 現在、公務員の人材確保について人事院はどういう対策を練っておられるのか、それか

ら、公務員の質というと、質の分析なりというのは大変難しいのかもしれませんけれども、

そのあたりをどうとらえておられるのか、人事院の方、お聞かせください。 
 
○谷政府参考人 公務員を取り巻く環境という意味で、少し一般論的なところから申し上

げさせていただきますと、我が国の社会全体における変化といたしまして、経済のグロー

バル化等を反映しました金融や国際経済の世界などにおきます新しいビジネスの登場等に

よりまして、優秀な若者が活躍できる場が広がり、また、若者の意識も変化、多様化して

おりまして、これらに伴って若い方々の職業、進路選択にも変化が生じているという状況

があるのではないかと一つ考えております。 
 また、その中で、公務に関しましても、社会経済情勢、国際環境等の変化を反映いたし

まして、政府と民間の関係、政治と行政の関係等も変化してきておりまして、それに応じ

て、公務員の果たすべき役割、公務員への期待も変化してきている可能性があると存じま

す。これは、必ずしも公務の役割が小さくなるということではないわけでございますけれ

ども、公務の果たすべき役割につきましてさまざまな御意見、御議論がある中で、若い方々

が進路を選択するに当たって、何らかの影響があるということも考えられるところでござ

います。 
 さらにまた、先ほど申し上げましたように、公務における不祥事等が与えている、結果

といたしまして公務に対する国民の信頼の低下ということがあります影響といたしまして、

若者の公務志望にも影響があるという可能性もうかがえます。 
 そういったことで、１種の法律系についての例で申し上げますと、さらに加えまして、

近年の司法制度の改革でございますとか法科大学院等の設置などで、公務周辺の人材の供

給構造にも大きな変化が生じてございます。 



 そういう中で、これらのことが人材確保に影響を及ぼしているのか、あるいは人材の質

を低下させているのかということにつきましては、印象論を超える検証というのは非常に

難しいわけでございますけれども、現実に幾つかの省の人事担当者からは、１種試験につ

いて志望者層に変化が見られるという指摘もあるわけでございまして、この点については

私ども人事院としても非常に問題意識を持っているところでございます。 
 それでは、それについてどのように対応していくかということでございますが、公務の

部門におきましても、行政は複雑化、高度化を続けておりますし、また、国民の行政に対

するニーズも多様化しております中で、公務員はこれまで以上に高度な知識とか広い視野

を持つ人材が求められております。さらに、いわゆる世界のグローバル化でございますと

かボーダーレス化に伴いまして、各国ともいろいろな形で折衝、協力していかなきゃなら

ないという能力も求められているわけでございます。 
 人事院といたしましては、そういう認識に立ちまして、現行の試験は環境変化に十分対

応しているのであるかという試験制度の問題、それから経験者の採用、いろいろ行政需要

も変わりますので、そういった経験者の採用に柔軟に対応できているのか、それから、せ

っかく採用した職員の職務に対する従事の仕方でございますけれども、これも十分生かし

て使えているのかということ、こういうことに常に問題意識を持って取り組んでいかなき

ゃならぬと考えております。 
 そこで、この十八年度におきましても、１種試験の改革、経験者採用のための新たな仕

組みについて検討しているところでございます。このような試験制度あるいは採用方法を

検討いたしますとともに、募集活動も積極的に行って、公務についての御理解をいただく

必要があるだろうと思います。 
 さらに申し上げますと、公務員の仕事のやりがいということ、公務員の仕事をどのよう

に魅力的にするかということは、実は現在の公務員の仕事ぶりにも大きくかかわっている

ところでございまして、そういう意味で、公務員自身、特に幹部公務員は、こういった点

について十分認識し、肝に銘じて仕事に取り組んでいく必要があるのではないかというふ

うに考えております。 
 
○荒井分科員 優秀な人材を集めてくるというのは、組織にとって最大の仕事だと思うん

ですね。今どこも、優秀な企業、伸び盛りの企業というのは、人事、採用のところに最も

優秀な人材を充てて、物すごい活動をしながら、かねや太鼓で人材を集めている、そうい

う状況にあると思うんです。 
 最近の公務員、一時は日本の公務員というのは世界の中でも人材的に最もすぐれた公務

員だと言われていたんですけれども、それがどんどんレベルが下がってきているのではな

いかということについては、とても心配をしている一人であります。 
 ところで、どうしてそういう状況になったのかというと、今人事官がおっしゃったよう

に、働いても、生きがいというかやりがいというか、昔は省庁の課長あるいは課長補佐が、



日本全体に影響を及ぼすような政策づくりに直接タッチしていったんですね。ところが、

そういうことがほとんどなくなったのかな、そういうやりがいがなくなったんだろうかと

いうことが一つ。それから、昔は公務員になると、周りの人たちからある種の尊敬を集め

たんですよ。ところが、最近はむしろ、公務員というと、モラルが低いんじゃないかとか、

そういう尊敬さえ得られなくなってきた。そういう状況の中では、優秀な人間はなかなか

集まってこないですよね。僕は、そこのあたりについて抜本的な対策を講じる必要がある

んじゃないかと。 
 特に、モラルの失墜という意味では、政府のお金でわざわざ優秀な人材をアメリカの大

学院なりなんなりに行かせて、そこでしっかりと教育をつけてきて、高い知識を持ってき

て、日本に戻ってきて数年でぽっとやめちゃって、どこかの民間企業、あるいは自分で会

社を起こして、株投機に走ったり大もうけをしている、そういう人たちを、むしろはやし

立てているというか、むしろよいしょしている社会というのは、あるいは公務員制度とい

うのは、僕は物すごくおかしいと思うんですよね。 
 そして、これは大臣にお聞きしたいんですけれども、今の公務員バッシングというのが、

公務員の話をすると、人件費削減します、定員削減しますというとばたばたと手をたたく

というのは、どこか私、国民の不満みたいなものが、あるいは抑うつされているようなも

のが、一番たたきやすいところ、たたいても文句を言わないところ、そういうところに集

中しているという感じさえするんですよ。これは、何か社会的な一種の病理現象というと

大きいんですけれども、何かしらそういうようなものさえ感じるんですけれども、そこの

ところについては、人事官とそれから大臣について、それぞれお答えいただけますか。 
 
○谷政府参考人 先ほどもちょっとお答えをさせていただきましたけれども、社会全体が

非常に大きな変化に直面しているといいますか、際会しているという状況があると思いま

す。 
 そういった中で、そういうことが公務員にどういう影響を及ぼしていくかということに

つきまして、私どもまだ実は、その社会のあり方そのものについて、もちろん私は、何か

見解を述べるというだけの見識を持ち合わせておりませんし、立場でもございませんけれ

ども、そのことが公務にどのように影響していくかということについては、我々の立場と

して広くよく深く検証して見ていかなければならないというふうに、抽象論でございます

けれども、考えております。 
 
○竹中国務大臣 荒井委員が、御自身公務員としての御経験も踏まえて、非常に危機意識

を持っておられるというのは大変よく伝わってまいります。 
 本当にこれは難しい問題でありますけれども、確かに、人の給料が高いとか、人がいい

思いをしているというようなことで、それをやゆする議論が横行するというのは、非常に

不健全な状況であると思います。 



 現実は、残念ながら、今までのむしろ反動の面があって、どちらかというとこれまでは、

特に国家公務員というのはいわゆる普通の国民から見るとやはり特権階級ではないかとい

うような意識があった。それに対して、いろいろな不祥事が出てきて、そら見たことかと

いうことで、今そういうバッシングの振り子が振れている。バッシングがあるものですか

ら、今度は、御懸念のように、本当によい人材が集まらなくなる、ないしは役人の方がや

る気をなくしていく。これはもう悪循環ですから、役人にとっても国民にとってもいいこ

とは何もないわけです。 
 そういう意味では、しっかりとした健全な社会というものと、この悪循環を食いとめる

ような仕組みというのを、同時に我々は考えていかなければいけないというふうに思って

おります。 
 
○荒井分科員 私は、これはある意味では、どこかで格差社会というのと深く結びついて

いる感じがするんですね。残念ながら、小泉改革五年間で所得の格差というのは広がって

いった、あるいは、雇用の形態の格差というものも、常勤の方から、そうではない、アル

バイトとかフリーターとかそういう形のものがふえてきたことによって、そういうものと

対極にある公務員制度というものに対して不満というものが、そこが根底にあるような気

がしてならないんですね。それはまた、時間があったら大臣と少し議論をしたいと思いま

す。 
 次に、もう一つ、これはどうしても聞きたいと思っていましたのは、公務員制度の一番

の根本は天下り問題だろうと僕は思うんです。今、防衛庁の談合問題で刑事事件になって

捜査を受けていますけれども、これなんかも一番、公務員の特権だとか、あるいは公務員

がやめても何かうまいことをやっているといったような風潮を世の中に与えている典型的

なものだと思うんですけれども、これの根本にあるのは天下りなんですね。 
 天下りをどうやってやめさせるのかというところ、これは、昇進制度とか昇格制度とか

あるいは退職の制度とか、制度設計として非常に難しいことはよくわかります。今の日本

の公務員制度というのが、五十五歳とか五十六歳とか、あるいは事務次官に同期がなった

ら全員やめるとか、そういうことによって成り立っているという制度だから、天下りとい

うのは必然的に発生するんですけれども、しかし、そこを制度上許していたのでは、必ず

この事件というのは何度も起きるということですね。何度も起きれば、公務員制度そのも

のに対する信頼感を欠いていくというふうに思うんですね。 
 せっかくだから、竹中総務大臣に、この天下り問題についてどう考えるのか、あるいは

改善策について何かアイデアをお持ちなのかどうか、御見解がありましたら、ぜひ。 
 
○竹中国務大臣 天下りが最大の問題であるという認識は、私は実は全く同じでございま

す。さっき、国民から見るとやはり特権階級に見えると申し上げましたけれども、何でそ

う思うかというと、最大のポイントはここなわけです。もちろん、公務員三十何万人全員



がそういうことをしているわけじゃないわけですけれども、非常に目立つ人がいるんです。

特にこれまでそうだった。そこがやはり最大のポイントになっていると私は思います。 
 したがいまして、天下りについては、今回の行革の法案等々の審議の過程でも、我々は

本当に厳しくやろうじゃないかということを議論して、今行革法案の最終的な詰めをその

線にのっとって行っております。 
 具体的にどうしたらよいかということは、公務員制度改革の中で、中馬大臣とも御相談

をして引き続き議論をしていかなきゃいけない問題でございますが、私自身の考えという

のはもちろん若干ないわけではないんですが、内閣としては引き続きしっかりと議論して

いただきたいと思います。 
 私は、最大の問題は、官庁があっせんする、そこにあるのだと思っております。官庁が

あっせんするというような仕組みをなくして、しかし、今平均寿命は延びていますから、

第二、第三の職場というのは必要なわけだし、個人にとっても必要だし、社会にとっても

それは有用なことでございますから、職場が、役所があっせんするという仕組みをなくし

て淘汰していくということが、私は天下り問題の一つの重要なポイントになると思ってお

ります。 
 
○荒井分科員 うちのある議員が団塊党というのを企画いたしまして、六十歳、定年にな

った人たちのそういうノウハウを社会のために何か活用しようというような社会運動を起

こそうということをやっていますけれども、これなんかも一つの方向性なのかなという感

じがいたします。社会全体として、退職した人たちに対する、その人たちの能力をどうい

うふうに活用していくのかということは、大きな問題として、これから大きな政策の一つ

として考えていくべきなんではないかなというふうに思います。 
 ところで、通告をしておりました地方財政について、時間がなくなってきたんですけれ

ども、大臣、今の地方財政の状況は、極めてどんどんどんどん悪くなっています。特に、

平成十六年度の交付税改革、約一兆円ぐらい減額したんじゃなかったかと思いましたけれ

ども、あれによって非常に各地方自治体が深刻な状況に立ち至っているのではないかとい

うふうに思います。 
 したがって、大臣も、御自分の諮問機関をつくられて、これからの地方財政の改革の方

向について研究をされているというふうに聞いております。この地方財政の現状をどのよ

うにとらえておられるのか。特に、十六年度の交付税改革によって地方は非常に疲弊して

きているという状況をどのようにとらえているのか、大臣の御見解がございましたら、ど

うぞ。 
 
○竹中国務大臣 十六年のあの議論のときは、私は経済財政政策担当大臣としておりまし

たので、そのときの状況を覚えております。当時の麻生総務大臣が大変御苦労をされて、

そのときの対応に当たっていたというふうに記憶をしております。 



 現状をどのように認識するかということでありますが、財政の状況というのと経済の状

況というのはやはり切り離せないところがございます。経済も、非常に厳しいどん底の状

況からはよくなりつつある。財政についても、国全体としてのプライマリーバランスが、

実はこの四年ぐらいでかなり改善いたしました。二〇〇二年に二十八兆円あった国、地方

のプライマリー赤字が、今その約半分になってきているわけでありますので、その意味で

は、四年ぐらいの変化で見る限りは、少なくとも収支は改善しているということは事実だ

と思います。 
 ただ、その過程で財政は、国も地方も、特に地方は身を切る思いで、その意味では大変

つらい、苦しい状況にあるという認識を持っております。プライマリーバランスの改善に

当たって、地方が歳出を削減したというのが非常に大きな貢献を実はしているわけでござ

います。 
 今後、国、地方のプライマリーバランスを、しかし、それでもさらに改善していかなけ

ればいけません。これはまだ今でも十四兆の赤字ですから、プライマリーバランスが赤字

というのはひどい状況なわけですから、これを何とか二〇一〇年代の初頭にゼロまで戻さ

なきゃいけない。そのための努力はどうしても続けなければいけません。 
 国と地方を合わせた歳出と歳入の一体改革を進めていく上での議論、十八年度は大変重

要な議論の年になるということでございますので、その中で、単に交付税を減らすという

ような矮小化された議論にならないように、国、地方のそもそも論まで含めたしっかりと

した議論を、総務省としてはしていきたいというふうに思っております。 
 
○荒井分科員 地方の方は、地方交付税改革というと、すぐ地方交付税が減額になるんだ、

減額されるんだという方向で受け取っていますね。ますます地方財政は悪くなる、そうい

う感じを持っております。 
 今、北海道の道庁の財政も非常に逼迫をしておりまして、三位一体改革が実施された途

端に、北海道が財政再建団体、地方自治体の倒産法をつくろうという動きがあるといって、

その第一号が北海道ではないかというようなやゆも北海道の中では飛んでいるほど、厳し

い状況にあるわけです。 
 地方交付税改革というのは、私も必要だと思っています。これは、やらなきゃならない

んだろうと思うんです。しかし、それは、減額の方向ということではなくて、もっとわか

りやすく、透明性が高くて、そして地方自治体が頑張ったところにはそれなりの額が交付

されるような、そういうシステムでないと、今のシステムでいけば、幾ら頑張っても、自

主財源を上げれば上げるほど地方交付税が減っていく、そういう原理原則みたいなことは

改正していかないとおかしいのではないかというふうに思うんですね。 
 このあたり、地方交付税改正の方向性というのは、大臣、まだ議論中ですからなかなか

見解ができないかもしれませんけれども、何かございましたら、ぜひお教えください。 
 



○竹中国務大臣 二十一世紀ビジョン懇談会でまさに議論していただいているわけでござ

いますが、その結論というのはもちろんこれからなんですけれども、実は、方向性につい

ては私なりにお示しをさせていただいております。 
 どういう方向でこの問題を考えていくか。最大のポイントは、地方の自由度を増してい

ただくこと、その裏側としての責任をしっかり負っていただく、つまり、自由と責任をし

っかりと高めて、自立のシステムをつくるというのが最大のポイントだと思います。 
 二番目は、国と地方を合わせてしっかりと、赤字なわけですから、スリム化していくと

いうことは、必要な問題として入ってくると思います。 
 そして同時に、これは委員言われたことですけれども、地方行革に結びつくような制度

でなければいけないというふうに思います。それは、やはり頑張ったところがしっかりと

よい結果が出るようにする、頑張っても頑張らなくても結果的に余り変わらないで補てん

されるというような制度では困る。インセンティブが伴って、結果的に地方行革に結びつ

くようなシステムでなければいけないというふうに思います。 
 そして、最後には、やはりこれは非常にわかりやすくて透明なものでなければいけない

と思います。 
 方向性としては、そういう方向でぜひ議論をしてくださいということは専門家にお願い

をしておりますので、専門家の議論を私自身も大変期待しております。 
 
○荒井分科員 行政改革だけではなくて、自主財源をふやすような、その地域としての新

しい産業を起こしていくとか、新しい試みをつくっていくとか、そういうことに対しても

ぜひインセンティブが与えられるような、そういう制度にしていくべきだというふうに思

います。 
 ところで、時間がなくなりましたので最後の質問になるんですけれども、こういう地方

の行政改革あるいは地方税財源の効率化という観点もあって、市町村の合併ということを

総務省が中心になってずっとやってきたわけでありますね。 
 私は、それは時代の流れだというふうに思っております。そういう基礎自治体というも

のをもう少しスケールメリットを出していくという方向性は、私はある意味では当然なの

かなというふうに思うんです。 
 しかし、そこに一律の同じような市町村ばかりつくるのか。今のやり方でいくと、明日

香村はなくなってしまう。今のやり方でいくと、歴史のある、文化の高い、そういう地域

というものがなくなっていくということに対して、私は、単なる地方自治体の合併という

問題とまた違う側面があるんだと思うんです。 
 フランスは、コミュニティーという形で、いろいろな形の市町村を認めているんです。

この市町村は警察や学校は要らない、つくらない、しかし市町村としての基本的なこの部

分だけは市町村として認めるとか、そういう市町村としての多様性というものをもっと認

めてもよかったのではないか。どうも一律の市町村合併を強硬に推し進めた嫌いがあるの



ではないだろうかなというふうに私は思うんですけれども、この市町村合併の今後の進め

方について、そしてそれによる地方税財源の改革の方向というものについて、大臣はどの

ようにお考えなのか、お聞かせください。 
 
○臼井主査代理 竹中総務大臣、時間が来ておりますので。 
 
○竹中国務大臣 基本的には、私は、委員おっしゃるように、合併というのは一律なもの

であってはいけないと思います。多様性こそ、やはり地方自治の原点であると思います。

その意味では、広域連合のようなものも視野に入れていただいたらいいと私は思いますし、

そのような仕組みをつくっているつもりでございます。 
 税源の話ですけれども、先ほど私はインセンティブと申しましたが、むしろ私が言いた

いのは、自由の中に課税の自主権も含めて、自主的な財源を持つような自由、そういうこ

とも含めて、ぜひ幅広い議論をしたいというつもりでおります。 
 
○ 荒井分科員 では、終わります。 
 
 


